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序章

0-1.研 究の背景 ・意義

20世 紀 末か ら、一般に都市を論 じるにあた り、「グローバル化」 と 「地球環境」の2点

を避けて通れな くなった。

国民国家を秩序の基盤 とした近代 においては、国を最大の枠組み として都市を分析 でき

た。だが、ヒ ト・モノ ・資金 ・情報が世界規模 に高速で動 くグローバル化が進展する今 日、

いわゆるグローバルシティと呼ばれ る巨大都市のみな らず、中小都市 もグローバル化の文

脈か ら切 り離 して理解できな くなった。グ ローバル化 に呼応 した都市像が活発に議論 され、

大きな関心を集 めている。

グローバル化 は国民国家を超えた動きが高まることを意味するが、その観点か らグロー

バル化の縮図と して欧州化をとらえることができる。国民国家よ り上位の欧州化の流れ に

呼応 して、EUは 統合を深めている。欧州化が色濃 くなるにつれて、各 々の都市は否応な

しに変容を迫 られ る半面、欧州化に積極的 に働きかけるよ うにな った。 日本でも、グロー

バル化の思いがけない余波を受け突如予期せず して変化 を強いられ る都市や地域が少な く

ない。現在、多 くの都市は、グローバル化の影響を読みきれず、1都 市 としてグローバル

化を活用する賢策が見当た らず、グ ローバル化 とどう付 き合った らよ いか戸惑っている。

グローバル化の縮図である欧州化を受けて、各都市は どのよ うな行動を取って いるのか。

グローバル化時代における都市の論点を見据える手がか りとして、EUと 都市 との相互関

係 を軸 に、 これか らの都市像を模索することは有効であろう。

「グローバル化」 と並んで、今 日、都市と不可分な論点とな っているのが 「地球環境」

である。都市化が人間による自然の征服、自然 に克つことと考え られて いた時代には、環

境問題 は都市問題の範囲外 にあった。都市とは別次元の 「貴重な 自然環境資源の保全」の

域 を出なかった。しか し、人間の活動が地球 を瀕死に追 い込 んでいる という認識が高 まり、

地球環境 に最 も負荷を与えている都市に地球環境対策が求め られるよ うになった。 自然 を

征服 し続 け躍進する発展イメージにかわ って、都市は地球環境負荷低減に努力しサステイ

ナブルな発展 を目指すようになった。サステイナブルシティへの取組 みである。技術革新

による環境負荷低減や個人 ・企業の個別努力は対症療法の限界を越え られず、都市的ライ

フスタイルや都市構造、経済社会システムを問い直す より根源的な解決策を模索 している。

現在 、多 くの都市は 「グローバル化」 と 「地球環境」 という新たな課題への対応 に苦慮

して いる。従前の都市政策や都市計画思想は、都市に排他的領域がある ことを前提 とし、

都市か ら環境汚染を外部化することで環境問題に対処 してきたが、 これ ら近代都市思想の

基本理念 を問い直すところにすでにきている。このように、「グローバル化」と 「地球環境」

が、近代 的政策手法に根本的なパ ラダイム変換を迫っているのに、従前の都市政策手法の

延長で近代都市思想にすが り軌道の微調整で切 り抜けようとしていることが、今日の都市

環境問題 の根源だ と考え られる(EC-Environment,1990)。 では、 どの ようなパ ラダイム変

換が求め られて いるのか。本研究は、「欧州化 ・グローバル化」と 「サステイナブルな発展 ・

地球環境」 という二つの潮流 を受け止めた 「1990年 代、EUレ ベルのサステイナブル シテ

ィ政策」 に注 目し、これを研究対象として いる。



1993年 マース トリヒ ト条約発効でEUは 統合へのプロセスを加速させ、 「欧州化」の流

れが力強さを増 した。1992年 リオの地球環境サ ミッ トでアジェンダ21が 採択 され、「サス

テイナブルな発展」が地球規模 の環境的合意とな り、大きな流れ となった。この2つ の時

流 と期を同じくし、1990年 代のEUレ ベルのサステイナブルシティ政策が盛 り上が りを見

せている。

本研究の意義は、直接的には 「欧州化への対応」 と 「サステイナブルな発展への移行」

という欧州都市の直面する2つ の課題 に呼応 して浮上 したEUサ ステイナブル シティ政策

の成果 と課題が明 らかになることである。それはすなわち、「グローバル化」と 「地球環境」

という日本を含 めどこの都市 も対応 に悩んでいる問題 に対 して、解決の糸口となる示唆 を

含んでいると考え られ る。

日本 において本研究の成果を発表する意義は、「欧州化」が都市を取 り巻 く状況 を大きく

変えている現実 に則 して、欧州都市政策研究の枠組みを提示する ことである。わが国の欧

州を対象 とした研究は、伝統的に英 ・仏 ・独の三大国に偏 ったものであった。都市計画研

究も例外ではな い。しか し、「都市か らなる欧州」という見方を取 り入れるな ら、都市の新

しい動きは、ロン ドン、パ リをは じめ各国首都 を必ず しも起点とせず、欧州化 で潜在 して

いた力を顕在化する可能性 を広 げた都市 にいち早 く見 られる場合が多い。

また、 日本における欧州研究の重要な使命は、長 らく、学ぶべき欧州の先進事例 を明 ら

かにすることであった。欧州は 日本 より進んでいるという前提に立っていた。したがって、

環境問題への対応 につ いて も、欧州環境先進都市事例の研究に対する社会的要請も強 くこ

れ らが先行 して いる。 しか し、地球環境問題を話 し合 う国際会議で決まって露呈す るよう

に、単純な環境重視 には新たな格差を生みかねな い一面がある。地球環境問題は先進事例

に一方的に学ぶ ことでは克服できない性質のものである。本研究では、「都市 ・地域か らな

る欧州」の視点か ら、環境対策では周縁に位置す る都市が、環境先進都市に追従せず独 自

のサステイナブル シテ ィへの途を探っていった ことの重要性に特 に着 目している。本論 は、

多様性を認め合い、ともに都市環境問題について悩む研究課題 としてのサステイナブルシ

ティを提示する ことに意義を見出 している。

0-2.本 研究の 目的お よび方法 ・本論の構成

全体 目標 ・調査研究の方法

本研究の全体 目標は、「欧州にお けるサステイナブル シティ思想の特徴 とは何か」、「どの

ような経緯で欧州サステイナブル シティ像は定まっていったか」 を明 らか にす ることであ

る。

欧州では、日本やアメ リカで一般 に理解 されているよ うに地球環境問題 と直結 した 「環

境に配慮 した都市」とは異な ったサステイナブルシティ像が語 られて いる。1990年 代欧州

では、多様な主体がそれぞれの思惑でサステイナブルシティを提唱 しなが ら、実践段階で

個別 目標がバ ラバラに錯綜する事態 に陥 らず、市民に実感できるサステイナブル シティ像

へ収束 していった。本研究は、「EU政 策の存在が市民 に身近な欧州サステイナ ブル シテ ィ

像と関係あるのではな いか」という推論 に基づき、本論第I,II部 で、サステイナ ブルシテ



ィと関連のあるEU政 策の系譜 を整理 し、 これ に考察を加 えていく。

「EUサ ステイナブルシティの政策展開」を考察するにあた り、本研 究では、 「都市 ・地

域か らなる欧州」の視点に立っている。 このような視点に立脚 した背景には、先述の 「欧

州化」がある。国を超えた、国よ り上位の政策の影響力は、日本やアメリカに比 して、EU

の存在す る欧州 において強い。EU政 策の存在 に意義が認め られることは、すなわち、都

市や地域の、国か ら自立 した政策の役割 と責任が 高まっていることの裏返 しであるといえ

る。サステイナブルシティへ向けた取組みにお いて、EU政 策の存在感が強くなれ ばな る

ほ ど、 この分野において国優位の近代的政策体系が相対化 されていく。

換言すれば、サステイナブルシティ像が国を超えた レベルで共有 されていく過程で、EU

レベルの取組みと個別都市や地域の取組みの間で、必ず しも国を経由せず、様 々なや りと

りが展開された ことになる。EUレ ベルで国を超えたマ クロな都市政策 を考察するだけで

は、サステイナブルシティ政策 の片面 しか見 えて こな い。そ こで第III部では、具体 的な都

市 を事例 として取 り上げ、 ビルバオ とバルセ ロナの都市政策を、サステイナブル シティへ

の取組み として とらえて考察 を試みた。

多様な主体間の複雑な関係の構図をEUと いうフィール ドに見出 し、「相互のや りとりに

よ り建設的に収斂 していくサステイナブル シティへの軌道 とはどのよ うなものか」を、EU

と個別都市 ・地域の両面から考察することが、本研究の全体 目標 と整合すると考えた。

第I,II部 の基盤 となる情報源は、欧州委員会の刊行物 ・ウェブサイ トと2000年 を中心

に行った欧州委員会地域政策総局担当者への ヒア リングである。本研究に着手 した1998

年以降今 日まで、公式ウェブサイ トの発信す る情報は 目に見えて充実 してきた。欧州委員

会は、市民か ら国の中央執行機関以上に遠 い存在である問題 を克服 しようと、国以上に熱

心にウェブサイ トを通 して、確定 した政策 のみな らず、政策が決定するまでの過程を逐次

公表 して いる。公式ウェブサイ トと呼応 して、各国政府研究機関、地域 ・都市の諸機関、

ロビー活動主体な どがそれぞれの立場で、ウェブサイ トを活用 しEU政 策に意見書 を発信

している。EU政 策は各国の合意で実現するために、公式文書だけでは総花的でとらえど

ころがな いが、ウェブ上で飛び交っている多様な立場か らの意見 を総合する ことで、実質

的な論点を見極めることが可能 にな った。 したがって、ヒア リングにあたっては、全般的

な情報収集を主な 目的 とせず、刊行物 とウェブで得 られた情報を総合的に考察 して、仮説

を絞った上で、キーパーソンを特定 して 自らの推論 をぶっ ける方法をとった。欧州委員会

に対 して都市政策分野でロビー活動 をしているユーロシティな どにもヒア リングし、欧州

委員会 とは異なった見解 も考慮に入れた。

第III部の都市政策事例研究は、本研究 に先立って、1980年 代か ら個別都市事例の研究対

象 として筆者が継続的に調べてきた成果 を基礎 として いる。対象とした ビルバオとバルセ

ロナの2都 市を調査観察 してきた ところ、「都市か らなる欧州」の視点が都市政策 に転換 を

もたらしていた。本研究では、新たな情報を文献 ・ウェブサイ トか ら得て、 「『都市 ・地域

か らなる欧州』の視点を戦略的に活用 し都市のサステイナビリティを高めるために、両都

市がどのような独 自の政策 を試みたか」を軸 に考察 を発展 させた。政策当事者のみな らず、

進行 中の都市再生の問題点を指摘 している知識人 との議論の場を持 った。また、都市再生

事業の成果を現地で確かめ、現地で一般市民の声 を聞くな どして、指摘 されている新たな

課題の所在を確認 した。市民団体の活動現場を視察 し、文献などの情報では得 られない生



の声が得 られた ことも貴重であった。

また、本研究課題 と関連 のあるシンポジウムを日本で企画開催 した ことによ り、 日本 と

EUで サステイナブル シティをともに考えていく論点を探 る機会 となった。

上述の全体 目標を踏まえて、以下、本論文の構成に沿って、各部各章の 目的を記述 して

いく。

EU補 助 事業の特徴 と都市の関係

第I部 では、EU補 助事業の変遷 と都市の関係 について基本的な認識 を整理 し、EUの 補

助政策がそれぞれの都市にどのように影響 を与えたかについて考察 を加えている。

まず第1章 で、EU補 助事業についての基本的知識を整理 した。EU執 行機 関である欧州

委員会の特質 としくみを概説 した(I.1-1.)上 で、地域政策総局の管轄する構造対策用基

金 につ いて詳述 した(1.1-2.)。 本研究が対象 とす るサステイナブル シティ政策はEUレ ベ

ル に帰属するために、各国の執行機関とは性格 を異にするEU執 行機関の働きを理解 し、

都市や地域の発展を扱 う地域政策総局について把握 してお くことは不可欠である。さらに、

構造対策用基金を活用した補助事業のうち、境界地域 を対象 としたINTERREGに 、EU地

域政策 の特徴 を探った(I.1-3.)。 複数の国にまたがる地域開発事業は、各国にはな くEU

に しかない特殊な ものである。

第2章 では、構造対策用基金の中で、対象を都市問題に特定 した補助金が どのような要

請を受けて始 まり、どのように進化 していったかを考察 している。

1989年 か ら始まったUPP以 降、共 同体主導URBAN、 主流 目的2都 市地域へ、段階的に

発展 して いった経緯 を追い、 これ ら補助 政策の成果を評価分析 して いる(I.2-1.)。UPP

とURBANは 欧州 における国境 を超えた都市対策の実験であ り、その意味ではEU予 算を

直接投入 した唯一のものである。

UPP事 例 としてポブラ、URBAN事 例 としてシラクサ、ナポ リな ど、具体的な事例 を取

り上げて考察す る(I.2-2.)。UPPとURBAN補 助事業は、欧州で国境 を超えて試み られた

都市実験の代表と見なす ことができる。これ らのUPPやURBANは 、疲弊地区にターゲ ッ

トを絞 り込 んで、環境 ・経済 ・社会文化の諸相を統合 してサステイナブルな都市発展を開

拓することを目指 した。これ ら具体的な事例を通 して、予め定め られた明 白なサステイナ

ブルシティ像 を目標 にした取組みではな く、補助事業による多様な都市実験 を通 じ経験 を

共有 しなが ら、それぞれ の都市に適ったサステイナブルシティへの途を具体化 しようとす

る試みが思惑通 り成果を上げたのか どうかを検証する。

3つ の政策提言:地 域政策、環境政策、空間政策

第II部 では、地域政策 と環境政策がそれぞれ に提示したサステイナブル シティへ向けた

政策提言 ・方針の流れ を追 っている。これ ら政策提言は、第I部 で記述 した地域開発等基

金の配分方針 に度 々言及 している。補助政策 と政策提言は呼応関係 にある。ここでは、1990

年代のサステイナブル シティに関連の深い政策提言 として、3つ の流れ を取 り上げている。

第1は 、環境面からのサステイナブルシティへ向けた取組みの提唱である。第2は 、地域

政策面か らサステイナブルな発展に符合 した都市政策の方向性 を示そ うとする流れである。

第3は 、欧州全体のサステイナブルな空間発展戦略において都市が どのように位置づけ ら



れて いったかである。

ここで注意すべき ことは、EUレ ベルのサステイナブル シティへ向けた提言が影響力を

持っていることがEUと いう強力な単一政策主体の存在 を直ちに意味 しないところである。

提言 とりまとめのプロセスで、EUレ ベルの政策提言 に影響力を持とうとする多様な主体

が動いている。 こうしたEUレ ベル政策提言 とりまとめの特性 を見落 とさないために、上

述の政策提言 とりまとめの3つ の流れをそれぞれ記述す るのに先立ち、第3章 でまず、国 ・

地域 ・地方 自治体(II.3-1.)と ネ ットワーク組織 な ど(II.3-2.)欧 州 レベルで活動す る多

様な主体 の群像を明 らかにした。欧州委員会 も多様な主体 のひとつである。EU政 策は、

欧州委員会 という主体の政策というよ りは、国を超えて多様な主体が政策提言に向けて協

議するプラットフォーム としての性格が強 い。

以下、 どのよ うな協議やや りとりの末、政策提言が とりまとめ られていったか に重点を

置 いて、第4章 では環境面、第5章 では地域政策面、第6章 では空間政策面か ら、その過

程 を追っている。

EUレ ベルで、サステイナブルシティ思想 を明確 にしよ うと正面か ら取 り組 んだのが、

第1の 環境 政 策 面 か らの試 み で あ る 。第4章 で は 、サ ス テ イ ナ ブル 都 市 報 告 書

(EC-Environment,1996)と 欧州サステイナブル都市キ ャンペーンを両輪とした取組 みを中

心に、異なる主体が関わってきた ことを検証 して いる。 まず、EU環 境政策全般の系譜を

整理 し(II.4-1.)、 都市環境緑書(EC-Environment,1990)と いうかたちで環境面か ら都市

が急浮上 してきた背景を分析 し(II.4-2.)、 サステイナブルシティ思想の根源を掘 り下げて

いる。同緑書を原点として、一方では、多様な分野のプロフェッショナルが知恵を出 し合

ってサステイナ ブルシティ思想を堅固なものにしていき、サステイナ ブル都市報告書 とし

て成果が提示される。 これ と並走 して、欧州の地域 ・地方 自治体がサステイナ ブル都市キ

ャンペー ンに賛同 し、ローカルアジェンダ21を 策定 し各々の地域 ・地方でサステイナブル

シティを実践 していく活動が広が りを見せていった(II.4-3.)。 本論では、1990年 代の環

境面か らのサステイナブル シティへの取組みを、多様 な主体によ り概念化 と実践を並行 し

て展開 していく過程ととらえて考察 している。

第2のEUレ ベルサステイナブルシティへの政策提言 は、地域政策面からなされた もの

である。第5章 では、『都市アジェンダへ向けて 』(EC-Regional Policy, 1997b)が 提示 され

(II.5-1.)、翌1998年 ウィーン都市フォーラムで行動計画骨子(EC-Regional Policy,1998a)

が採択される(II.5-2.)プ ロセスに焦点を当てて いる。サステイナブルシティを 「サステ

イナブル」と 「シティ」に分節 して考えると、第1の 環境面からのアプローチが 「サステ

イナブル」に軸足があったのに対 して、地域政策面か らの関心の軸は 「シティ」にある と

いえる。したがって、『都市アジェンダへ向けて』は、環境面か らのサステイナブル シティ

思想以上に、失業問題な ど社会的サステイナ ビリティを危急の問題 として重視 し、地球環

境問題か ら発想す る視点が薄い。また、地域政策は第I部 で考察 したように、僅かではあ

るが自前でサステイナ ブルシテ ィプロジェク トを資金支援する政策手段を持っている。当

然、直接利益 を受 ける可能性のある活動主体 らは、環境政策 に対す るロビー活動とは質の

異なった働きかけをしている。本論では、EUレ ベルの地域政策 というプラッ トフォーム

で、加盟各国に加え議会 ・地域 ・都市な どの働きかけが錯綜するうちにひ とつの方向に収

束 し、地域政策面か らの独 自のサステイナブルシティ路線 が 『都市アジェンダへ向けて』



と 『行動計画骨子 』というかたちで打ち出されて くるプロセスを追っている。

サステイナブル シティと密接な関係 を持つ第3の 政策提言は、欧州空間戦略 として示 さ

れた欧州空間開発見通 しESDPで ある。ESDPは 、欧州全体をサステイナブルな発展に導

く空間イメージを示 している。すなわち、欧州空間計画の文脈か らサステイナブル シティ

像を浮彫 りにしている。第6章 では、ESDP起 草の背景(II.6-1.)、1989年 のESDP策 定へ

向けた第1回 会合から1999年 ポツダム会議でESDP最 終案(CSD,1999)が 採択 されるま

でのプロセス(II.6-2.)を た どる。ESDP作 成のプロセスは、上述の環境 ・地域政策両面

か らのサステイナブルシティへの取組み と異な り、EU執 行機関である欧州委員会が とり

まとめに主導的な役割 を担っていな い。ESDP作 成プロセスでは、EU地 域政策総局 と各国

が同列の複数主体である。議長国が1年 毎に交代 し、きわめて透明性の高いプロセスで協

議が進め られて いった。本論では、10年 におよぶ この協議のプロセスを分析 している。こ

のプロセスにおいて、オ ランダ ・デ ンマークが主導的な役割を担 った(Faludi and Waterhout,

2002)。 本論では、 この両国に注 目し、ESDP作 成のプロセスを、大国ではな い加盟国が不

利な加盟国間の政治的調整に甘ん じず、EUレ ベルでは1主 体 として執行機関 に対す る影

響力を発揮 し自国の政策 との整合性 を高めようと している動き(II.6-3,4.)と 見な し、討

議経過の多様な資料を基にその検証を試みた。

ビルバオとバル セロナの都市戦略-「 都市 ・地域か らなる欧州」の視点か ら

第II部 で、1990年 代EUレ ベルのサステイナブル シティへ向けた政策提言 を、1996年 サ

ステイナブル都市報告書、1997年 都市アジェンダへ向けて、1999年ESDPを それぞれ核 と

する3つ の流れ として とらえ、それぞれの経緯を把握 した ところで、次な る段 階は、1990

年代EUサ ステイナブルシティ思想が生活の質を市民が実感できる成果を もた らす都市政

策と同化 してい った理 由を探ることである。そのために、第III部では、ビルバオ とバルセ

ロナという2都 市の事例を取 り上げて考察 していく。

具体的な都市事例 の調査研究が欠かせないと考えた理由は、欧州都市を一般化 して 「生

活の質」を論 じる ことに限界があることである。「生活の質」を高めるため に、どこの都市

で も通用する類似の手法 もあろうが、基本的には個々の都市や地域の事情 によって実感 さ

れる 「生活の質」は異な り、それぞれの都市で独自の発想 により取 り組んだ経験を考察す

る必要がある。 また、 生活の質の充実 と地球環境負荷低減を統合的にとらえるために、都

市の環境対策 に研究対象 を限定せず、個別具体的な都市の事情を相当把握 した上で 「都市

政策全体」 を考察の対象 した。

対象 としたのは、スペイ ン北部の2都 市、 ビルバオ(バ スク)と バルセロナ(カ タルー

ニャ)の 両都市および地域の主体的な再生発展戦略である。 この2都 市 を事例 として具体

的に取 り上げた理 由は、1980年 代か ら 「都市 ・地域か らなる欧州」 とりわ け 「都市か らな

る欧州」に立脚 した都市再生戦略 を推進 し、欧州 レベルで注 目される都市 として急浮上 し

た実績があるか らである。EUサ ステイナブルシティの政策展開を考察す る視 点 として 「都

市 ・地域 からな る欧州」 を意識 した結果、浮上 してきた2都 市事例である。

1990年 代は、スペイ ン ・ポル トガル ・イタ リア(南 部)・ ギ リシア ・アイルラン ドの諸

地 域が経済開発を加速 させEU域 内の地域間不均衡が是正 されることに、EU統 合 の成功が

かかっていた時期であった。当時キャッチアップの望まれていた地域は、アイル ラン ドを



除いていずれ も南欧地中海文化 圏に属 している。本論では、南欧諸地域の発展がEUの 生命

線を握 っていたこととサステイナブルシテ ィ政策が大きな うね りとなったことに何 らかの

相関があるのではないかという仮説 を念頭 に置いた。すなわち、1990年 代が南欧諸地域の

キャッチ アップに特徴付けられる期間であったために、第1に 、都市本来の力を信頼 した

独自のサステイナブルシティの概念が確立 したのではないだろうか。そ して、環境 ・社会

文化 ・経済を統合的にとらえたサステイナブルシティへの戦略が多様なアクターの支持 を

味方 につけ推進力を得たのではないか という仮説である。ビルバオとバルセ ロナが、高密

度でコンパク トな都市の伝統 を持って いることと、国民国家 と対峙する地域主義(ナ ショ

ナ リズム)1の 濃厚な地域であること、の2点 に注 目して、両都市の都市再生過程をEU政

策の変遷 と対応 させなが ら考察 し、事例研究 を通 して上述仮説の検証を試みた。

第7章 は ビルバオである。ビルバオは、1970年 代から鉄鉱 ・製鉄 ・造船の基幹産業が衰

退 し、高い失業率に悩まされてきた。また、バスク州は、テロ組織ETAの 活動でも知られ

るよ うに自立 した地域 としての意識が高 いが、地域の主体的な戦略が国民国家 と相容れず

中央 との衝突が絶えなかった。バスク州は山がちで山が海に迫る地形のため、小規模な平

地にコンパク トな集落が多数あ り、 これ らのネ ッ トワークが地域都市システムとなって い

る。一般 にグッゲ ンハイム美術館 を看板 に文化 という魔法で都市再生を成功 させた シンデ

レラス トー リーとして もてはやされている。

本論では、まず、ビルバオ都市再生の経緯をたどり、過大評価 されがちのグッゲンハイ

ム効果を批判的に考察 した上で、その本質を追求する(III.7-1.)。次 にビルバオが主体的に

進める都市再生戦略がEUレ ベルの都市向け補助対象 プログラムをどう認識 しどのよ うに

活用してきたかを調査分析する。ビルバオは第I部 で論 じたEUレ ベルの都市向け補助 プ

ログラムである先進的取組みUPPI、 共同体主導URBAN、UPPIIの すべて に採用されて

いる。第3に 、バスク地域が欧州化をいかに受け止め、戦略的に利用 してきたかを、「バス

ク ・シティ ・リージ ョン戦略」を軸 に考察す る(III.7-2)。 バスク州は、経済中心の ビルバ

オな ど都市機能を複数都市で分担 している多心型をしている。コンパ ク トな都市的集積 と

ネッ トワーク型地域構造を強み とした地域戦略 とサステイナブル シテ ィ思想の関係を探る。

第8章 は、バルセロナである。近年、知識社会へのシフ トに適合 した都市再生を民間の

力で成功させた都市 としてバルセ ロナモデルの名で知 られて いる。バルセ ロナは、地 中海

的伝統の典型的なコンパク トシテ ィである。 カタルーニャ州は、バスクほど急進的ではな

いが地域主義(ナ ショナ リズム)の 強い地域であ り、国民国家とは一線を画 した発展戦略

を持っている。

本論では、まず、バルセロナモデル とよばれ る四半世紀におよぶ都市再生のプロセス を

3期 に分けて検証 し、バルセ ロナが欧州化を巧みに味方につけて、都市のサステイナブル

な発展 を主体的に描 いてきた経緯 をた どる(III.8-1.)。

1わ が 国では一般 に
、国民国家 単位 のナ ショナ リズム と対峙する ものを地域 主義regionalismと 理 解す

る傾 向にある。 しか し、ナシ ョナ リズムは必ず しも国民国家の枠 とは一致せず 、国民国家に対峙するナシ

ョナ リズム も存在 し、地域 主義 とと らえるのは適 当でな い場合が存在する。スペイ ンでは、フ ランコ独裁

体 制崩 後、民主化 されて制定 された1978年 憲 法第2条 において 、「スペイ ンを構成す る国(nacionalidades)と

地 域(regiones)」 とい う表現が見 られ る。 ここで国 とは具体的 に、カタルー ニャ ・バ スク ・ガ リシアの現

3州 を指 しお り、ナシ ョナ リズム の強い地域 であ る。(鈴 木 、1988、78-79)



次 に、バルセ ロナモデルの制度 ・思想的背景を考察 し(III.8-2.)、知識社会のイ ンフラと

され る市民社会が都市再生プロセスにともなって どう変質 してきたかを社会運動史の観点

か ら考察す る(III.8-3.)。 バルセロナは、結束基金2環境部門の補助 を疲弊地区再生に活用

している。この事実に着 目し、実例 を通 して、環境 ・社会文化 ・経済を統合 してサステイ

ナブル シティを実現す るために、疲弊地区再生を戦略的 に重点化す る発想を分析す る。最

後 に、地域的広が りでカタルーニャをとらえ、コンパク トシティ指向の伝統 を生か した地

域のサステイナブルな発展戦略が提唱され始めているが、その方向性を展望す る(III.8-4.)。

本研究のね らいは、「都市 ・地域か らなる欧州」の発想 に立脚 し、EU政 策 と個別都市の

試みを対応させながら考察 を進めることにより、そ もそ もぼやけた方向性か らスター トし

たEUサ ステイナブルシティへの取組みが、域内南北間格差是正 というEUの 優先課題の

文脈で、「どのようなサステイナブルシティ像 に具体化 していったのか」、また、「多様な主

体の関わ った ことが、サステイナブルシティ思想を拡散 させるので はなく輪郭をはっき り

させる方向に寄与 した要件 とは何か」を抽出していくことである。

0-3.従 来の研究で示されてきた論点と本研究の位置づけ

EU政 策研究の論点

EUを 対象 とした研究 は、1993年 マース トリヒ ト条約でECか らEUへ と欧州統合が深化

したのを機に急速 に増えた。わが国でもEU研 究は1990年 代に入って充実 した。共通通貨

ユーロの知名度 とともにEUへ の関心の裾野は広が り、EUを テーマにした著作が 目立つよ

うになった。ただ、欧州連合EUの 母体 となった欧州共同体ECは 、欧州経済共 同体EEC

に端 を発 し、共通通貨ユーロを象徴 として欧州統合が理解 されて いるために、歴史的にも

長い市場統合の面に力点を置いた研究が多い(藤 井、1971、2002;島 野ほか編著、2000;平

島、2004)。 また、国際法研究の蓄積の上にEU法 の研究が継続的になされてきた(庄 司、

2003)。 本研究のテーマであるサステイナブル シティは、市場の 自由化 の裏面である不均衡

拡大に対する手当ての側面が多分にあ り、市場の自由化 とは不可分な論点といえる。

これ らEU経 済に比べて、EU政 策を対象 とする研究は少な い。経済統合が先行 し、政策

統合 ・政治統合は遅れて着手され、歴史が浅いため、研 究の蓄積が少ないのは当然 といえ

る。政策分野では、経済統合 ・通貨統合に直接関わる分野を除 くと、予算面では過半を占

める共通農業政策CAP3に 関す る研究が比較的多い。他方、本研究のテーマであるサステ

イナブルシティに実質的に影響力のある分野は地域政策である。わが国におけるEU地 域

政策 を対象 とした早い時期 の研究 としては、1990年 代前半の浅見政江 の論文などが発表 さ

れている(若 林、1988;浅 見 、1992、2000;大 西ほか編著、1995)。2003年 には、辻悟一が

単行本 として 『EUの 地域政策』(辻 、2003)を まとめ、EU地 域政策の全貌がようや く明

2結 束基金は、1990年 代EUの 重点課題であった地域間格差是正を加速するために導入された追加的

基金である。環境部門は、格差是正のために加速する地域開発が環境的犠牲を伴うのではなく環境改善と

経済開発が両輪となって進むことを促す ものであった。
3都 市と農村とは政策的にせめぎ合う関係にあるため、農業政策は都市政策と相互補完的であるといえ

る。ただし、農業政策を中心とした研究の焦点とは自ずと異なる。



らかにされた。EU地 域政策研 究は、国民国家を大枠 としてきた従前の研究 と異な り、複

数 国に またが る地域 の課題が ある。EUレ ベルの境界地域開発補助 プ ログラムで ある

INTERREGに ついては、わが国でも都市地域計画分野の研究な どで言及 されて いる(野 村、

2001)。

他方、EUの 地域政策 は、地域間の不均衡是正を目的 とした ものであ り、地域政策研究

の視点か らは都市 の重要性は必ず しも浮上 して こない。また、都市政策自体 はEUの 権限

外であるために、すでに確立 して いる政策を体系的に研究 しようとすると対象 にな りにく

い。

欧州内では、チェシャイア、ハーディングやパーキ ンソ ンらが1990年 代初めにEUレ ベ

ルの都市政策の展望に向 けて欧州都市の現状を考察 している(Cheshire,1995;Harding et al,

1994)。 パーキ ンソンは初動期におけるEUレ ベル都市政策に意義を認めなが らも、イギリ

ス都市の現実 を鑑み、EUが 都市政策の個別内容に立ち入る方向には慎重な立場 をとり、

近年ではイギ リス国内で国が主導権 を持つ都市政策の助言 に尽力 している(パーキ ンソン、

2001;Boddy and Parkinson eds,2004)。UPPやURBANが スター トして10年 ほどと歴史が浅

く、やっと近年になって成果を確認できる段階に入った。欧州委員会地域政策総局が、こ

れ ら補助 プログラムの政策評価を公表した(EC-Regional Policy, 2002)。M.ト ファリデス を初

め、関係者への継続的 ヒアリングを積み上げ、補助プログラム事例を緻密に検 証す る研究

成果も出始めた ところである(Tofarides,2003)。 彼女 も、国レベルを中抜きに したEUと 都

市による都市政策に現実的障害の多いことを指摘 し、ゲー トキーパー としての国の介在の

必要性 を説 く結論 となっている。EUレ ベルの都市政策は、都市の側がEUレ ベル に積極的

に政策づ くりを働きかけてきた ことに受身で対応 してきたところがある。したがって、EU

(欧州委員会)と いう政策主体の側か ら見た補助プログラムを中心 とした政策研究では、

都市は地域政策の片隅 を占めるに過ぎず、本研究の着 目するサステイナビリテ ィ指向 を都

市が戦略的に利用する動きは論点 とな りにくい。

地球環境 問題か らの論点

1992年 リオの地球環境サ ミッ トの前後で、地球環境問題に関する論点は大き く転換 した。

地球サミット以前は、環境という特定分野に限って環境保護 ・保全を目標 として いたのに

対 して、地球サ ミッ トで 「サステイナブルな発展」が合意され、あ らゆる政策分野を環境

という横軸で統合する発想へ とシフ トしていった。地球環境運動は人の手の入って いな い

貴重な自然環境 を人類皆の共有財産 として とらえ保護保全 していくことを優先 し、当初は

手付かずの自然環境のほとんど残 されていない都市部 にはさほど関心 を示 さなかった。 し

か し、地球サ ミッ ト以降、地球環境負荷の源泉 となっている都市 に問題解決の主導的役割

を期待するよ うになった。採択 されたアジェンダ21に ローカルの役割が重視された ことも

一助 となった(Lafferty,2001)
。

しか し、地球環境問題か ら提示 される主な論点は、法的規制による水 ・空気 ・土地利用

などの環境保全、エネルギー問題、環境税、市場メカニズムを活用 した環境対策 、地球温

暖化防止対策 と二酸化炭素排出量削減な どであり、都 市環境は様 々な論点の文脈で細 目の

ひとつとして位置づ けられ る場合が多 い。国際法の観点か らも、EUレ ベルの環境法 に対

す る関心は高いが、法体系からは都市 と環境の論点はそれほ ど明確 には見 えて こない(岡



村、2004)。

都市 と環境を結び付ける論点は、主 に環境経済学の立場か ら提示 されて いる(宮 本、

2000;植 田、2001;諸 富、2003)。 また、環境 に配慮 した都市のあ り方として コンパク ト

シティが提唱され、1980年 代後半以降コンパ ク トシティ論争が盛んになった(Jenks et al

eds,1996;Williams et al eds,2000)。 海道は、都市計画的アプローチでコンパク トシティの

論点を整理分析 し、 日本の取組みにも言及 している(海 道、2001)。 また、 日本では、 ま

ちづ くりのアプローチか ら、環境都市へ の様々な実践的取組みが盛んに議論 されている。

ただ、EUレ ベルで都市 と環境 を結び付ける取組みに注 目した研究は、筆者 による もの

(矢作 ・岡部、1999;岡 部、1999a)を 除けば、佐無田光 『欧州サステイナブル ・シティの

展開』(佐 無田、2001)が 挙 げられる程度でその数は少ない。佐無田論文は、1990年 都市

環境緑書から1996年 サステイナブル都市報告書+サ ステイナブル都市キャンペーンの経

緯を分析 し、1990年 代に展開したEUレ ベルのサステイナブルシティへの取組みとは、「既

存の都市におけるあらゆる政策領域 を、環境 を軸に組み替えること」(佐 無田、2001、36)

であるという環境政策的アプローチの原点 を押 さえ、サステイナブルシティの課題 として

内部か らの都市環境保全 と外部か らの地球環境保全の2つ の側面を指摘 して いる。佐無田

論文は、サステイナブルシティへの取組みがEU環 境政策 という単一軸に沿って具体化 し

ていった ととらえて分析 している。

他方、本研究は、サステイナブル シティ像が環境政策 と地域政策のや りと りから徐々に

絞 り込まれていった ととらえ、その過程を明 らか にしている。

「欧州化/グローバル化 と地域/都市」

本論は、欧州化を受け止めた都市の動きとして 「サステイナブルシティ」 を位置づけて

いる。 したがって、本論文は基本的には 「欧州化 と都市」を軸に論じる研究 に属する。た

だ し、冒頭の研究背景で述べたように、欧州化はグローバル化の縮図 とす るな ら、「欧州化

と都市」は 「グローバル化 と都市」をめ ぐる考察 と重なってくる。また、副題 の 「『都市 ・

地域か らなる欧州』の視点か ら」が含意 しているように、「欧州化 と都市」と 「欧州化 と地

域」は しば しば不可分に議論されてきた。 したが って、「欧州化 と地域」「グローバル化と

都市」を含 めて 「欧州化 と都市」をめぐりこれまで提示されてきた論点を整理する必要が

あると考えた。その上で、都市 と地域が合体 した 「シティ ・リージ ョン」論 の系譜を都市

研究 と地域研究双方か ら整理 し、「欧州化 と都市」を起点に 「欧州化 とシティ ・リージョン」

へ と発展 していく研究の流れをた どっていく。

「欧州化 と地域」

欧州の地域を対象 とする研究の歴史 は長い。「国民国家か らなる欧州」地図に覆われてはい

たが、「地域か らなる欧州」が生き続 けて きた。これ ら多様な地域 の中には、国民国家 によ

る排他 的線 引きを屈辱的に受け入れ ざるをえないところもあった。国民国家成立以前 には

独立 した国であった ところも少な くな い。したがって、欧州の地域多様性 に関する研究は、

欧州統合の動きが始動す る以前か ら盛んに行われてきた。

そ もそ も欧州の地域 とは、明確なエスニシティの違 いよ り、歴史文化 的なアイデ ンティ

ティに基づくものである。 これ ら主に文化的 に規定される地域は、今 日では特定の国民国



家に帰属 している。 しか し、過去 に独立 した地域単位であった歴史 を持って いる地域 も少

な くな く、独 自の言語が しば しばアイデ ンティティのよりどころとなっている。なかでも、

国境 をまた ぐ地域で、現在は複数国に分割されて いるところなどは、反国民国家を掲 げた

抵抗運動の歴史 を持ち、排他的に独立 した地域(ネ ーション)へ の志向を断ち切れ ていな

い場合が少な くな い。行政 ・政治単位 と合致する場合 も多い。現在は合致 していな くても、

相応の自治権 を持つ行政政治単位になろうとする動きがある。地域主義 を対象 とした研 究

と政治的意思が反映され、欧州統 合では、弱小地域 を含めて地域の多様性を尊重す る方針

が前面 に掲げ られた。

わが国では、社会学的観点から梶 田孝道 ・宮島喬 ・羽場久み子 らが、統合を深化 させて

いく欧州の文脈で、地域が どのよ うな影響 を受け、また欧州化にどのように働 きかけてき

たかについて、それぞれの地域の個別事情に則 して論 じている(梶 田、1993;宮 島、羽場、

2001)。 彼 らの提示する論点は、異なる言語 に象徴される文化的多様性 を有する地域の軌跡

を社会学的に考察する ことであ り、少数言語、移民な どマイノリティに対する関心が高い

点に特徴がある(宮 島、1992)。 他方、地域の核 となる都市に特段の着 目はみ られな い。し

たがって、後述す るシティ ・リージ ョン論へ と直接展開する視点は希薄である。

政治政策的アプ ローチで地域についての研 究は、欧州では、欧州化が表出する以前か ら

盛んに行われてきた。EU統 合の深化に ともなって、政治 ・行政単位 としての地域の行方

をめぐり熱い論争が展開されている。ホーフに代表 される地域主義派は、地域 が国民国家

の相対化 を一層進 め 「地域か らなる欧州」 を展望 している(Hooghe,1996;Bache,1998;

Hooghe and Marks,2001)。 他方、M.ポ ラックに代表される地域主義懐疑派は、現在 のEU統

合の方向は依然 として国民国家の役割 を大きく変えるものではな いという立場である。地

域が国民国家 と並ぶ政治 菌政策 アクターとな りマルチ レベルガバナンス4へ向か うというよ

りは、国民国家が相変わ らずゲー トキーパー としての要の役割を担い続けるであろうと考

察 している(Allen,2000,245)。

「地域か らな る欧州」 という謳 い文句は地域の政治的マニフェス トと不可分であ り、欧

州化で地域をめぐる状況が流動的なだけにデ リケー トな研究対象である。わが国における

この分野の研究は多くないが、佐川泰弘、稲本守 らによる研究成果がある。佐川は、「リー

ジョンか らなるヨーロッパ」は 「連邦ヨーロッパ」と 「地域の第3ア クター化」の2つ の

意味で理解されて いるという認識に立っている。その上で、地域が国民国家 に代わる前者

のシナ リオは当面現実的でないが、地域がEUレ ベル以上で政治 ・政策アクター となる現

象はすでに見 られ るとの見解 を示 し、EUレ ベル ・国レベル ・地域 レベルによ るマルチ レ

ベルガバナ ンス を支持する立場を とって いる(佐 川、2000、24)。 他方、稲本は、マルチ レ

ベルガバナ ンス というよ りは国民国家が要を握 り続けるゲー トキーパーであるとす る立場

をとり、関心 を 「地域政策が社会的領域 にまで拡大された点」に移 して いる(稲 本、2003、

42)。

4「 日本語で は governanceの 訳 語 として 『統治 』が好 まれ、governmentに 対 して は 『政府 』とい う訳語

がふつ う使われて いる。」 ガバ メン トが 「国家の支配 と関連す る制度やシステム」 と とらえ られて いるの

に対 して、ガバナ ンスは、「よ り幅広い、包括 的な概 念」である(ウ ェ ッセルズ、1997、27)。納 家 は、governance

に 『共 治』という訳語 をあてて 「多様な主体 によ る参加 ・協 力(「 共」)に よるルール形成(「 治」)の あ り

方」 と定義 して いる(納 家、1997、9)。



欧州化 と地域に関する論争は、EU・ 加盟各国 ・地域 の三角関係を前提とし、EUレ ベル

における地域の政治アクター化の程度が主要論点 となって いる[図0-1]。 欧州化 に呼応 し

た地域 に関する研究において、都市がクローズアップされることはあま りない。本研究で

は、「欧州化 と都 市」を論 じているが、後述す るよ うに都市がEUレ ベルで政治政策主体 と

して実際 に動 くとき、地域 という主体 と合流 し一体化 して いく。都市がEUレ ベルの政策

に実際に影響力を持 とうとする段階では、 「欧州化 と都市」 と 「欧州化と地域」 という2

つの議論はかな りの部分で相互に重なってくる。

図0-1 欧州 で 地域が 浮 上 して いる構 図 出典:岡 部 、2004c,46

「グ ローバル化 と都市」

欧州化は、国民国家を超えた動きが強まることである ととらえるな ら、グ ローバル化 と

協調す る現象であるといえる。「グローバル化 と都市」に関する論争は、今日の都市論の花

形である。わが国で も、都市社会学 ・都市経済学 ・都市地理学 ・建築や都市の計画学な ど

多分野の論客 によ り活発な議論がなされている。東京論の多 くが、「グ ローバル化 と都市」

の論点に立脚 している。

グローバル化 と都市について は、S.サ ッセ ンの著書 『グローバル シティ』(Sassen,1991)

を軸 に語 られ ることが多 い。経済 ・金融のグローバル化 を企業活動の面か ら見 る従前の議

論と異な り、都市 と結び付けた ところが重要であ る。サ ッセ ンがニ ュー ヨーク、ロン ドン、

東京、フランクフル トを中心に論 じて いるよ うに、「グローバル化 と都市」は、世界で五指

に入 る都市に固有の論点であるかのような解釈が しば しばな されている。グローバル シテ

ィの座を得る要件 とは何か、いかにした らグローバルシティになれるのか、 グローバルシ

ティの座を失わないため にはどうすれ ばよ いのか、などの論点が多 くの関心を集めている。

また、グローバル化が米国の一極支配 と実態 としては同義であるという認識か ら、グロー

バル化に抵抗する運動が見 られ るよ うになった。

「グローバル」 と認め られる ことが企業のステイタスであると同じように、都市のステ

イタスとして見なされる風潮がある。世界規模で企業評価 の実績を持つ格付け調査機 関は、

都市のランキングにも手 を広げている(Cushman & Wakefield Healey & Baker, 2003)。 様々

な ものさしを用いてランキ ングを発表 して いる。他方、都市の側は、 自都市の魅力や長所

を内外に発信 していく必要に迫 られ、都市 ブランディング戦略を展開するようになった。

このように、格付けを上 げ、グ ローバル化 していくことを都市の発展 目標 とする傾向は、



各都市がグローバル化するか どうかを自主的に選択できるという前提 に立っている。 こう

した考え方を延長 して、成行きにまかせて都市の行方を展望するな ら、都市間の競争がグ

ローバルに展開し熾烈化の一途 をたどり、その結果、勝ち組 と負 け組 に分極化 し、一握 り

の勝 ち組 と多数の負け組に分かれ安定状態に至ると容易に予測 される。

他方、グローバル化 は、好む と好 まざるとを問わず、現代の都市が被 らね ばな らない波

であって現象 として とらえるべきであるという主張がある。つま り、グローバル化 という

作用 を受けて、都市は規模 を問わず、有無をいわさず、グ ローバル化 の反作用 としてロー

カル化で応えて いるというとらえ方である(Borja and Castells, 1997)。 ローカル化は、グ

ローバル化の波 を利用 しようとする都市の動きである場合 もあり、 グローバル化に抗 しよ

うとす る都市の振舞いである場合 もある。つ まり、グローバル化 に抵抗する運動もまた、

グローバル化の表出であるとす る認識である。

本論は、「欧州化」を通 して間接的にしか 「グローバル化」との接点はないが、基本的に

は現象 としてグローバル化をとらえる後者の考え方に依拠 している。 しか しなが ら、直ち

にグ ローバル化 の競争的側面を排除する考えはとらず、両者は表裏一体のものとして展開

していると認識 している。

「欧州化 と都市」

「欧州化と都市」に関する研究は、上述の2つ の研究の流れである 「欧州化 と地域」 と

「グローバル化 と都市」の双方か ら派生 した論点が統合 した ものと位置づけられる。経済

地理学的アプローチから、山本健見は、「グローバリゼーシ ョンとEU統 合 ・拡大が進むヨ

ー ロッパ を理解す るためには、国は言うまで もなく、州 という意味での地域 に議論 をとど

めるのではな く、定住する人々の帰属意識か らして も統治の実体か らして も、そ して経済

的な重みか らしても、都市 という空間単位 に着 目すべき」(山本、2004、49)と 述べている。

しか し、山本 も指摘す るように 「日本における現代 ヨー ロッパに関す る議論は、都市とい

う空間単位 に着 目する研究が極めて少ない」。筆者は、バルセ ロナの都市再生プロセスを

1980年 代か ら継続的に観察 してきた結果、欧州化に呼応 して都市が浮上 しつつある ことに

着 目し、個別都市の動きと呼応する欧州 レベルの動きを分析 してお り、国内では早い時期

に 「欧州化 と都市」の論点を提示 した(岡 部、1999a;1999b)。

もっとも、国を越えた欧州 という枠で都市 を考察することの重要性は、増田四郎 ら中世

都市 を研究対象 としてきた都市論者にとっては当た り前の認識だった(増 田、1968)。 中世

都市研究の蓄積が、現代 における「欧州化 と都市」の論点浮上の背景となっている(Benevolo,

1993)。

都市計画分野では、個別都市の空間形成に関する研究は盛んだが、国別の研究体系が確

立 して いる。欧州化 との関係は、 これ らの研究成果の随所 に垣間見 られる程度 に留 まって

いる。

欧州 において、「都市か らなる欧州」は、「国か らなる欧州」の従前の とらえ方に対 して

現代的で新 しさを備えて いる半面、欧州ギ リシア ・ローマ時代の地 中海都市国家群や中世

ハ ンザ同盟都市な ど歴史的背景があるために直感的にも認識 されやす いイ メージである。

人口の8割 が都市部に居住 している現実もあ り、地方(都 市)自 治体の政治的マニフェス

トは、「都市か らなる欧州」のポジティブな面 をアピール してきた。本論でも取 り上げるユ



ー ロシティは、欧州 レベルの都市ネ ッ トワーク組織で、 これ ら都市の利害を集団的に主張

し、EUレ ベルでロビー活動を展開 している主体である。山本論文 「ユーロシティーズ と

EUの 都市政策」は、ユー ロシテイの活動を主な研究対象 としている。ユーロシティの胎

動期において、都市経済学者のチェシャイアらがブレー ンとしてその立ち上げに深 く関わ

っていた。山本の前掲論文によると、ユーロシティは 「民主主義の実践を主張する組織 と

いう側面を持 っていた」と結論付け られている。これに対 して、本論は、「サステイナ ブル

シティ」 という政策具体化のプロセスを主な研究対象とし、ユーロシティは、そのプロセ

スに関わるEUレ ベルの多様なアクターのひとつで都市 を集団的に代表す る組織 として位

置づけ られている。つま り、山本論文がひとつの政策主体 に軸足を置いているのに対 して、

本論文は政策の内容 に主軸 を置いている。サステイナブルシティという政策展 開の過程で、

要所要所 にユーロシテ ィが関与 しているため、研究の題材は山本前掲論文とかな り重な っ

ている。国内で発表 された論文の うち、本研究と最も接点の多い研究 といえる。

山本論文は、都市自治体が継承 してきた民主主義の伝統を生かしてEUレ ベルの都市政

策に関与してきた点を高 く評価 している(山 本、2004、62)。 これは、EU・ 加盟国 ・地域 ・

地方 という4層 構造 に基づき単な る階層構造 として とらえ最上位のEUと 最下位 の地方

(都市)と の関係を論 じるのではな く、都市の持つ質的な強みを生かしてEUレ ベルでア

クター化 して いることを論 じる視点を持ってお り、示唆的である。先の 「国家はマルチ レ

ベルガバナ ンスの1主 体 となっていくのか、ゲー トキーパーであ り続けるのか」5という論

争に一石を投 じる視点を備 えている。

「欧州化 と都市」はそ もそ も政治政策的色彩の濃い論点であり、欧州内では研究 を政治

政策的主張 と切 り離 しては意義を失 う性格の研究分野である。そのため、欧州化で都市が

浮上 し政策アクター化す る現象のポジティブな面が強調されがちである。そう した 中で、

「欧州化 と都市」の論 点を中立的に明 らかにしているのが、ル ・ガレである。彼は、欧州

化 によ り 「都市社会 と地方政府の伝統的な枠組みは変化を強いられた」 ことの背景には、

欧州化が 「新たなチャ ンス」をもた らしただけでなく 「新たな制約」と 「不確かさ」 をも

た らした ことがあった としている。 「欧州化 とは、(ひ とつの欧州に)収 束する ことでもな

ければ調和 に向かうことで もな い。...(欧 州化 に)抵 抗することは適応す ることと同じよ

うに意味を持 っている。欧州化のプロセスは、個人、組織、都市内の行政組織 に影響 を与

え、 これ らは(欧 州化 に)適 応するか もしれないし、抵抗するか もしれないが、いずれ に

せ よ変わっていく」(Le Gal〓s,2002,98)。 つまりル ・ガレは、欧州化するか否かを都市(地

方)は 選択する余地はなく、否応な しに対処せざるをえない現象 として欧州化 をとらえて

いる。そ して、都市 を取 り巻 く状況がEUと いう国を越えた枠が出来たことで変わった点

とは、都市を取 り巻 く対立の構図が複数にな って、国 と都市すなわち中央 と地方 という単

一の対立軸が相対化 された ことである(Le Gal〓s,2002,98)。 これ によって従来の硬直化 し

5 納家は、ガバナンスには 「個別国家の利害を越えようとする共同体志向のダイナミズム」と 「個別国

家の利害を前面におしだ して力づくでも実現しようとする伝統的ダイナミズム」が 「重層的にせめぎ合っ

ていると考えられるべきであろう(納 家、1997、13)。」とのべている。EUガ バナンス論争では、前者を

強調する立場が 「マルチ レベルガバナンス」派であり、後者を軽視してはならないとする立場が 「ゲー ト

キーパー」派である。納家やウェッセルズが国より上位レベルの領域について主な関心を寄せているのに

対 して、EUを めぐる議論の渦 中には、国より下位の地域や都市がアクター化するダイナミズムがある。



た対立の構図は解きほ ぐされるきっかけとなることが期待された。 しか し、ル ・ガレは、

「市長たちは、欧州 レベルのルール もまた国家 と負けず劣 らず効果的に自治体の活動を制

限できることにほ どな くして気が付 いた。 しかも、地方 自治体にとって、欧州 レベルでの

政治的交渉の余地は国家 を相手にす る場合よ り限 られている」(Le Gal〓s,2002,105)と も

述べている。

本研究 も、EU統 合とともに欧州化は都市に降 りかかって くる現象 としてとらえている。

本論では、都市にとって発展の可能性を拡大す るな ど、欧州化のもた らしたプラスの効用

を、欧州化 を利用するのに条件のそ ろったバルセ ロナ とビルバオという具体 的な都市の事

例を通 して分析 している。ただ し、これ らの安易な一般化は、ル ・ガレの警告するように

欧州化礼賛に陥 り欧州化の過大評価 となる危 険性がある。

「シティ ・リージ ョン」:都 市研究か らのアプローチ

都市や地域 を論 じるにあた り、シティ ・リージ ョン6という単位に注 目した論考が近年増

えている。その背景には、都市を地域的広が りで把握する必然性が高まった ことと地域 自

体が都市的な ものに変質 したことの両面性があると考え られる。つ まり都市 と地域が不可

分で実体 として同義 となった今 日的状況を受けた ものである7。本論では、前述 した 「欧州

化 と地域」「欧州化 と都市」の合流点 として 「欧州化 とシティ ・リージ ョン」を位置づけて

いる。

まず、都市を地域的な流れで把握 しよ うとする研究の流れか ら、シティ ・リージョンが

浮上 してきた経緯 を記述す る。

地域は都市と農村 により構成 される もの という通念が現実 とそ う乖離 していなかった時

期 に、 シティ ・リージ ョンというとらえ方を提示 したのがJ.ジ ェイコブズである。彼女

は、経済面か ら都市にフォーカス し、都市経済の重要性 を見出す とともに、都市だけでは

な く都市の後背地を含む シティ・リージョンを経済の基本 となる地域単位 と考えた(Jacobs,

1985)。 都市経済 と地域経済の接点に、シティ ・リージョンという経済的な単位は位置づけ

られよう。

都市計画や都市社会学な ど都市研究の分野では、都市化のプロセスが主要論点となって

きた。都市化が進展し郊外 の市街地化が行政区分上の市域 を越える段階にな り、都市形態

の研究は郊外のベ ッドタウンを含めた都市圏(メ トロポリス)を対象とするようになった。

交通や通信の高度化 にともない対象 とすべき領域は拡大の一途をた どり、地域的広が りで

とらえるのが妥当な状況 になっている。 この体系の研究 においては、以前か ら都市地域

(urban region)と い う用 語が 主 に用 い られ て きた 。都 市地 域(urban region)で は、都 市 に軸足 の

あ る ことが明示 的 で、都 市 と地域 が同化 した シテ ィ ・リー ジ ョンとは、 フ ィジ カル な広 が

りと して は同 じで あっ た と して も、 アプ ローチ に違 いが ある。

このア プ ロー チ の違 いは 、 さ らに広域 的 に考 察 を進 め る段階 で、相 違 が鮮 明 とな る。都

6 ハ ー シェル&ニ ューマ ンは、シテ ィ ・リージ ョンを 「機能的 ・行政統治的意味で都市 と地域が 合体 した

もの」 と定義 して いる(Herrschel and Newman,2002,2)。

7 F.ア ッ シェは、フ ィジカルには都市 と農村 は峻別 で きると して も、都市的ライフスタイルは都市 と農

村 を問わず まんべ んなく広まって いる点 に着 目し、 こうした現象 を 「メタポ リス」とよんで いる(Ascher,

1995)。



市を主 とし地域 を従とす る都市論か らのアプローチでは、隣接す る都市圏あるいは都市地

域が重なって くると、都市圏が相互に連担 してメガロポ リスという新たな段階へ と移って

いくことになる(Gottmann,1964)。 つ まり、都市地域は、単一の核都市の影響圏 としての

地域であ り、 これ らが連担することによ り結果として広域的には複数の核都 市が数珠つな

が りとなるメガ ロポ リスを形成す る。

他方、都市 と地域を同列 にとらえるシティ ・リージ ョン的アプローチでは、シティ ・リ

ージ ョンの骨格は、単心型によるスターあるいはツリー構造である場合もあれ ば、多心型

のネ ッ トワーク構造である場合 もある。

前者が単心型 を基本単位とし、多心型はその発展形 として しか論 じられない という制約

があるのに対 して、後者のシティ ・リージ ョン的アプローチは、単心型 と多心型を同列に

論 じる ことを容易にす る。本論では、 この点に着 目し、 シティ ・リー ジョンを基本単位 と

する欧州 のサステイナブルな発展へ論を進めている。

経済地理学の分野では、シティ ・リージョン論 とは別の系譜ではあるが、国土のような

広い地域 を術橄 する視点をそ もそ も持って いたために、複数の都市を核 とす る地域構造 に

着 目した研究が試み られてきた。わが国で も戦後の高度経済成長期 に、産業立地論研究が

産業 の分散立地政策を支えた。産業立地論研究の系譜は、低成長時代にどう適応すべきか

方向性 を見失った一面が否めない。 しか し、経済地理学研究自体 は、諸外国の地域構造分

析 を続 け、特 に欧州では欧州化を受けて変質する地域構造 に関心を広げている(松 原編、

2003)。 その文脈でシティ ・リージョンという単位 を意識 しつつある。国外 におけるネ ッ ト

ワーク型地域構造に着 目した研究の中では、D.F.バ ッテンの論考がその後の研究 に強い影

響 を与えている(Batten,1995)。

国土計画研究の分野では、国土を総体 としてとらえるため、シティ ・リージ ョンという

単位が意識されていなくとも、都市 と地域 を同列視する発想をそ もそ も持ち合わせていた。

国土全体 あるいは地域 の構造に関 して、「富士山型(単 心型)か 八ヶ岳型(多 心型)か 」は

継続的な論点となってきた。先述の戦後の産業立地論が均衡ある国土の発展 を目指すわが

国独 自の国土計画に体現 されていった といえる。国土計画研究的アプローチか ら、欧州各

国の国土空間計画 に対する考察の延長で、EUレ ベルの空間計画 ・戦略 についての紹介 ・

考察がな されて いる(瀬 田 ・片山、2001;片 山、2002;福 島、2002)。 また、筆者は、必ず

しも国土計画的アプローチではないが、 これ らの研究に先駆けて、国を越 えた レベルでの

空間計画 の可能性 と課題 について論 じた(岡 部、1999b;2001b)。

欧州 にお いて も、空 間政策 ・計画 に関す る論 文は多数 あ る。 とくに、 空間 計画 の蓄 積 の

あ る国 の研究 者 を中心 に、欧 州化 と国を超 えた レベル での 空間政 策 の あ り方 をめ ぐる活 発

な議 論が 展 開 され てい る(Williams,1996;Faludi and Waterhout,2002)。 これ らの論 考 は、必

ず しも明示 的で は ない が シテ ィ ・リー ジ ョンとい う単位 を浮 彫 りにす る方 向 にあ る。

複数の都市を核 とする地域構造の可能性に、先見的に着 目したのが、P.ホ ールである。

彼は、1966年 に 「世界都市」を著 し、世界的な大都市地域に潜在する多心ネ ッ トワーク型

構造の可能性を指摘 している(Hall,1966)。 基本的には都市か らのアプローチであるが、

広い地域 の空間構造に着 目してお り、シテ ィ ・リージョンを研究する上で示唆 に富む考察

である。

シティ ・リージョンという単位が今 日注 目されている直接的なルーツは、「グローバル化



とシティ ・リージョン」 という論点である。経済地理学的アプローチか らAス コッ トは、

グローバル競争の単位として、都市自体 よ りもシティ ・リージョンのほうがよ り実態に近

いとする考え方 を示 している8(Scott,2001a)。 その根拠 としては、経済競争の単位 として

都市単体よ りも地域的広が りを考慮すべ きであることに加えて、都市単体 としてはグロー

バル に突出 していなくともランドスタッ トのよ うに複数都市を核 とす る多心型シティ ・リ

ージョンとしてグローバルな都市間競争に参画 している地域の存在がある。「グローバル化

とシティ ・リージ ョン」という論点は、これ までの都市 に関する考察か ら自明なように 「欧

州化 とシティ ・リージョン」 という論点を含意 している9。

「欧州化 とシティ ・リージ ョン」:地 域研究か らのアプローチ

面的に広がる農村に都市 という特異点のあるものとして地域をとらえてきた近代的な考

え方に対 して、地域が都市的な性格 を強めていることに着 目した研究 にお いても、シティ ・

リージョンという単位が浮上 している。

先に提示 した論点 「欧州化 と地域」 においては、欧州化によ り地域 の欧州 レベルでの対

外的位置づけが変わってきている点を中心に記述 したが、 ここでは、欧州化 により地域の

内か ら変質 して いることに焦点を当てて、「欧州化 とシティ ・リージョン」という論点へと

導きたい。

伝統的に地域主義(ナ ショナ リズム)は 、代 々そ の土地に住み続 けている市民の割合の

多い農村部 において都市部よ りも支持 される傾向がある。欧州化の進展によ り、EUが 地

域の多様性 を尊重する方針を示 した ことによ り、地域をめぐる状況 は先述の都市をめぐる

状況 とほぼ類似の変化 を受ける。すなわ ち、「EC統 合は、地域や少数民族 に対 して新 しい

可能性と制約の両方 をもた らす。EC統 合 ・欧州連合の推進は国家主権のECヘ の委譲 をと

もなう。その結果、中央集権国家のなか に位置す る地域 ・民族の場合には、EC統 合が国

家主権の制約のみならず地方分権化 を促すため、む しろ地域の権限の拡大を もた らす こと

が多い。」(梶田、1993、14)

地域 とEUの 関係が新たにできることによ り、地域 と国家 との積年の対立が相対化 される

半面、地域が排他的独立 を悲願 に掲げるのではなく国家 とEUと 共生可能な地域に脱皮す

る ことが求め られた。ここにおいて、「閉 じたナ ショナ リズムvs開 かれたナ ショナ リズム」

が地域主義をめ ぐる主要論点 として提示されて きた10。すなわち、文化的アイデ ンティテ

8 R .シモンズとGハ ックは、形態的な側面に着目してグローバル ・シティ ・リージョンを考察 している

(Simmons and Hack,2000),

9 J.ニューハウスは、グローバル化に呼応した経済単位 としての地域の台頭に着目し、これと欧州地域

主義を結びつけて論 じている。彼は論文 『欧州に台頭する地域主義』のなかで 「欧州の各地域は中央政府

を超えてグローバル経済に直結しようとしている」と述べ、欧州で地域主義をめ ぐる論争が伝統的地域の

しがらみを断ち切れないところがあるのに対して、グローバル化と地域主義の対応関係を論 じることによ

り 「グローバル化と地域」という論点を欧州の外か ら早い時期に示している。(Newhouse,1997)
10 宮島は、「ナショナリスト的地域主義」を次の3類 型に分岐させてとらえている。地域の自治の実現

をめざす穏健派 「地域主義者」、政治的自治権の拡大を主張して国家と対立する 「自治主義者」、国家権力

と正面か ら対決す る 「分離 ・独立主義者」である。「地域 主義者」「自治主義者」 とも開か れたナ ショナ リ

ズムを支持 し、「分離 ・独立主義者」が 閉 じたナ ショナ リズムか ら離れようとして いな いが、現在で は極

少数派 となって いる(宮 島ほか 、1988,13-14)。 また 、梶 田は、「分離 ・独立をめ ざす 『ナ ショナ リス ト』」

右派の運動 と、「既存の国家の枠内での社会 経済的状況 の改善に重点を置いた民族的左派 、す なわ ち 『ナ

シオナ リテールnationalitaire』 と呼ばれ る人々の運動 」 と区別 して いる。(梶 田、1993,13)



イを共有す る純粋地域 として内向的に際立っていくナショナ リズムに閉 じこもるのか、そ

れ とも多様な文化 と相互 に認知 し合うことにより自立した地域を確立 してい く開かれたナ

ショナ リズム を選択す るのか、とい う論争である。

ナ ショナ リズムをめぐる論争は、国境地域で特 に活発である。国を超えるEUと いうとい

う枠 を得て、主体 的な発展の方向がにわかに見えてきたためである。その代表例であるバ

スクや カタルーニャでは、開かれたナ ショナ リズムヘの脱皮を模 索 し、都市の役割を重視

して戦略的にシティ ・リージ ョンを形成す る動きがある。また、筆者は、デ ンマークとス

ウェーデ ンにまたがるエ レスン ド地域な ど国境を越えた連携協力 に着 目して、欧州化 を受

けて地域や都市は どのように変質 しようとしているのかを考察 してきた。都市間連携が牽

引 していることか らシティ ・リージョンという単位 に着 目して、欧州化 に呼応 し、複数の

国にまたがるシテ ィ ・リージ ョン形成が進んでいるという認識を示 した(岡 部、2001a、

2001b)。

農村 部に比 して都市が外 に開かれた伝統 を持つ ことを考慮 に入れ れば、「欧州化 とシテ

ィ ・リージ ョン」 という論点は、二国にまたがる地域における都市間の連携協力のような

特異点 に限定されず、欧州地域研究一般の文脈でも浮上する必然性があると考えられ る。

「欧州化 とシテ ィ ・リージョン」 は、ガバナ ンス論で提示されて いる論点でもある。都

市 と地域が、上位 の地域 と下位の地方(都 市)と いう序列関係 を脱 して、ガバナンスに関

わる主体 としては、都市と地域、 さらにはよ り上位の国 ・EUが 対等 に位置づけ られ 、必

ず しも特定の行政区分とは合致 しないシティ ・リージョンのガバナンスを協働で進めてい

く道 筋 を探 る研 究 が進 め られ て いる(Herrschel and Newman,2002;Salet et al,2003)。

本研 究 は 、 「欧 州化 と地域 」 「グ ローバ ル化 と都 市」 とい う論 争の盛 んな研 究成 果 に立脚

し、 グ ロー バル-シ テ ィ ・リー ジ ョンとい う問題提 起、 国土 空間 計画研 究 か らの示唆 を受

け、 具体 的 な都 市 ・地域 の事 例 を取 り上 げ て考察 を進め 、 「欧 州化 と シテ ィ ・リー ジ ョン」

と い う論 点 に発 展 的 に統 合 させ て いる。

表 0-1



第I部 EUレ ベル地域政策の変遷と都市





第1章 欧州委員会地域政策総局と欧州基金の配分

I.1-1.EUレ ベルの政策主体

EUは 主権 を有する国民国家 を束ね る組織であるため、EUレ ベルの政治や政策プロセス

を独立 した ものとして論 じる ことはできない。EUレ ベルの政治 と政策 プロセスは、加盟

各国の政治 ・政策プ ロセスの一部であ り、両者は不可分である。 したがって、EUレ ベル

の政策主体 とな る機関は、加盟各国の機関 とEUレ ベルの条約で設置の認め られた機関で

ある。国を超えた レベルの機関はEU以 外 にも様々な国際機関や欧州 レベルの機関があ り、

各国は これ らの国 を超えた レベルの機関にも関与 している。

EU内 組織 として、欧州委員会(執 行機 関)を 始め、欧州評議会、 閣僚理事会1(内 閣)、

欧州議会、欧州裁判所が存在 し、それぞれ政策主体として関与 している。 これ らEU内 の

組織 に加えて、欧州 中央銀行のようにEU外 にあってEUか らの自立性が高 いがEUレ ベル

の政策に関与 して いる機関が政策主体 として強い影響力を発揮す るよ うな ってきた。 この

最後のグループにはEUが 設置 した諮問機 関か らNGO、 国よ り下位の 自治体 まで実 に多様

である。 これにつ いては、都市政策に強い影響力のある主体 を中心 に、第3章 で詳 しく述

べる。

EUレ ベルの政策プロセスは、加盟各国機 関とEU機 関が、政策の要請によ り異なるかた

ちで関わっている。両者の多様な関わ り方を反映して、H.ワ ラスは、5つ のバ リエーショ

ンに分類 して いる。

① 共同体 固有の手法:共 通農業政策のよ うに欧州委員会の強い政策権限が認め られた も

の。

② EU規 制型モデル:統 合市場が健全に機能するようにさまざまな障壁 を取 り除 く競争政

策分野で導入。環境政策でEUレ ベルの環境法を導入す る方法な ど。

③ 多層ガバナ ンス:国 民国家 レベルに集中 していた政策権限を上位 の欧州委員会 と下位

の地域や地方に分散させ、互い補完 して政策 を実現 してい こうとす る方式 で、地域間

不均衡 を是正 してEUと しての経済的社会的結束を目指す地域政策(構 造基金などの

配分)で 活用されている。

④ 政策相 互調整 と基準化:漁 業政策な どで活用されて いた。第1の 手法の次善策 という

見方 もできる。

⑤ 緊密な政府間協力:欧 州委員会な どEU機 関の介入の度合 いが最 も低 い。統一通貨導

入や外交な ど、主要国間の協力で政策を実現 していく。

このように、EUレ ベルの政策 プロセスは、立体的な網 目状のような複雑な機構で進め

られてきた。これ ら輻輳 する政策主体のうち、「EU機 関は、加盟各国がそれぞれば らばら

に期待す る政策成果や政策 に対する要求が交錯 し、それにグローバルな政策課題が介在す

る(interface)場 」(Wallace,2000)で あ り、『ジャンクション ・ボ ックス』のよ うな もので

1 EUレ ベルで法を定め、予算を決定できるのは、閣僚理事会と欧州議会である。閣僚理事会は加盟

各国内閣を束ねたEU内 閣であり、欧州議会は三 ・七五億の欧州市民による直接選挙で選出された六二六

名の議員により成る。



ある。本論では、政策主体のひ とつ とい うよりはむしろ多様な主体がイ ンターフェイスす

るプラッ トフォーム としてEUの 機 関に着 目する。本章では、EU執 行機関である欧州委員

会 にフォーカスし、その うち都市 と最 も関連の深い地域政策総局を取 り上げる。 ワラスに

よる5つ のバ リエーシ ョンの うちの2番 目の多層ガバナ ンス方式の政策プロセスが主 に用

い られて いる政策領域である。

I.1-2.欧 州委員会地域政策総局 と地域政策の財源

EU執 行機関である欧州委員会のなかで、都市と地域 に最 も関係の深い総局が、地域政

策総局である。EUレ ベル地域政策 の主な財源が、構造基金と結束基金であ り、地域総局

が管轄 している。本節では、地域政策総局の概要 と歴史、財源である構造基金 と結束基金

の しくみについて概説す る。

欧州委員会と地域政策総局

欧州委員会(European Commission)は 、EUの 執行機関である。20人 の委員か ら成 り、27,000

人が働いている。欧州委員会が政策や法制度を提案 し、各国首脳評議会と欧州議会がそれ

を決定す るプロセスをとる。EU法 の番人 としての役割があ り、各国が遵守 していな い場

合は欧州裁判所に提訴す る。20人 の委員(各 国か ら各1名 を原則 とし、大国は2名)に は、

それぞれEU拡 大、農業など担当す る政策が割 り当て られて いる。欧州委員会は、EUレ ベ

ルの中央省庁 に相当し、政策別 の総局(DG/Directorate General)が 各省庁 に当たる。委員は

大臣に相 当す る。委員は、各国の利益追求を優先 してはな らず、EUの 利害 に鑑みて行動

することが求め られる。

欧州委員会の組織を構成する総局は、発足2以来、歴史的に数字(DGI～XXIV)で 識

別されてきた。1999年R.プ ロディが欧州委員会委員長に就任 した時点で、改組 された。数

字による総局制が廃止 され、担当政策分野を総局の名称 とする現制度 となった。(Wallace,

2000,11-15)

2004年 現在 、欧 州委 員会 内 には、 政策 を担 う総局が17存 在 す る[表 1-1]。 地域 政策

担 当委員 の下 に置 かれ て いる地域 政策 総 局(Regional Policy DG)は 、この うち のひ とつで、

1999年 の 改組以 前 は、 『第XVI総 局(DGXVI)』 と呼 ばれ て いた。

2 1951年 パ リ条約により欧州石炭鉄鋼共 A同体が発足した時点で、欧州委員会は事務局兼執行部として

スター トしている。



表1-1 欧州委員会の17の 総局(政 策部門のみ)

出典:駐 日欧州委員会代表部 ウェブサイ ト

構造基金 と結束基金3

EU総 支出(2000年 時点)は 、933億 ユー ロで、加盟15か 国GNPの 約1%に 相当する。

欧州市民1人 当た り248ユ ーロになる。農業政策415億 ユー ロ(44.5%)に 次 いで地域支

援の328億 ユー ロが大きな割合を占める。地域支援向けの財源が、構 造基金 と結束基金で

ある[図 1-1]。

国を超 えた欧州 レベルでの地域政策の必 要性が確認 されたのは、1957年 のローマ条約 に

遡 る。ローマ条約では、「地域間の不均衡 を是正 して、経済的な まとまりを強め調和の とれ

た発展(harmonius deveiqpment)を 実現する こと」の大切さが指摘 され た。 ローマ条約の翌

1958年 に、欧州社会基金ESFと 欧州農業指導保証基金EAGGF設 立された。そ して、1973

年 のイギ リス加 盟にと もない、欧州地域開発基金ERDF(Eurqpean Regional Development

Fund)が 創設されている。イギ リスは大陸欧州との競争激化 に備えて、ECに 地域政策の必

要性 を強 く訴 え た。現在 の構 造 基金(Structural Funds)と は 、1975年 ま 耐 に整 ったERDF、

ESF、EAGGFに 加 え、90年 代 後 半 に新 た に創 設 された漁 業指 導 財政 手 段FIFGの4つ を合

わ せ た もので ある。過 半をERDF、 次 いでESF30%、 残 り20%弱 をEAGGFとFIFGが 占め

る。

当初は加盟国の数が少な く、地域間格差 も小 さかった。しか し、1980年 にギ リシア、1986

年にスペインとポル トガルを迎え入れ、地域間の不均衡が難題 とな って浮上 した。1985年

とりまとめ られた単一欧州議定書SEAは 、1958年 ローマ条約以来定着 していた 『調和の

3 構造基金と結束基金のしくみについては、地域政策総局ウェプサイ トを逐次チェックしてその経緯を

整理してきた(http://europa.eu.int/comm/regional_policy)。日本語で書かれた地域政策についての解説とし

ては、辻悟一(2002)を 、地域政策発足の経緯については大西健夫・岸上慎太郎(1995)を 参照した。

4 1975年 時点で、構造基金のEU予 算に占める割合は5%に 満たなかった。



とれた発展』にかわって、経済的、社会的 『結束 』5という表現 を用いている。

1980年 代後半か ら、共通通貨導入 という夢の実現可能性が高まるにつれて、地域間不均

衡 の克服が経済統一市場成功のカギを握る問題に膨れ上がった。単一欧州議定書とセ ッ ト

で提示された1988年 の ドロール1包 括予算案は、構造基金を5年 間で倍増す る方針 を示 し

た。承認直前 になって、フランス とイギ リス政府が難色を示 したが、最大の拠出国である

ドイツが拠出を表明 し、 ドロールの根回 しが効き、 ドロール1包 括予算案は承認された。

同年のERDF規 則に、構造基金倍増方針が明文化 されるに至った。

さらに、共通通貨を機能 させるに足 る土壌づ くりを目指 して地域間不均衡 の是正を加速

するため、1993年 発効のマース トリヒ ト条約6では、EUレ ベルの地域政策 を一層強化する

結束基金が創設された[図 1-2]。1992年 、エジンバラ欧州評議会で、1992年 時点で186

億ECUで あった構造基金を1999年 までに300億ECUに 漸増 して いく案が承認され、1993-9

年予算 として結束基金15億ECU(漸 増)が 承認された。すんな りと予算増が通過 した背

景には、 ドイ ツが旧東 ドイツを統合 した ことによ りドイツにも多額の構造基金が入って く

るという見通 しがあった。

図1-1 1997年 時 点 にお けるEU総 予算 の 内 訳 出典:CSD,1999

図1-2 年間構 造 基金+結 束 基金 の推 移

出典:http://europa.eu.int/comm/regional_policy/

5 リージョナリズム研究の第一人者L.ホ ーフは、EUレ ベルの地域政策を結束政策と呼んでいる。

6 今日のEUの しくみをほぼ確立しAたのが、マーストリヒト条約である。通貨統合への道程が示され、

雇用や社会問題に言及している。また、このとき補完性の原理が導入された。1991年 のEU首 脳会議で採

択されたにもかかわらず、デンマーク国民投票で当初反対が多数を占めるなど、各国で批准に難航し、1993

年11月 にようやく発効 した。マース トリヒ ト条約採択を受けて翌1992年 に提示されたのが通称マース ト

リヒト予算(ド ロール2包 括予算)で ある。



現 在進行 中 の2000-2006年7を 中心 に、 以下 、構 造基 金 と結 束 基 金 の内訳 を記 す。

① 構 造 基金

構 造基 金 には、 「加盟 国 に再配 分す る 目的1,2,3」8、 「共 同 体 主導 」、 「先 進 的取組 み」 の3

種 の枠が あ る。90:9:1と い う3種 の配分 比が 、1994年 に6ヵ 年 予算が ス ター トす る

時 点で定 まった[図 1-4右]。

2000-2006年 の7か 年予算では、総額1950億 ユー ロの構造基金が計上されて いる。上述

3種 のうち、共同体主導 と先進的取組みが前の年度 に比べて約半分 に圧縮され、加盟国 に

再配分す る比重が高くな り、95%に 近 くなっている[図 1-4左]。 第1の 加盟国に再配分

す る3つ の目的別に1825億 ユーロ、2番 目の共同体主導 に4種 で104億 ユー ロ、3番 目の

先進的取組みに10億 ユー ロ充てられている。今年度は他制度 との調整のために、3種 に加

えて、漁業構造調整(先 の目的1地 域 を除 く)に11億 ユー ロを充てている。

加盟国に再配分する目的の うち第1(目 的Dは 、地域政策の発端 となった地域間不均衡

是正であ り、域内の後進地域(地 域単位で一人当た りのGDPがEU平 均の75%以 下)が

受給対象 となる。構造基金の70%に 相 当す る1,825億 ユー ロが当て られて いる。 目的2の

経済社会的に構造転換 を必要 とする地域 には225億 ユー ロ、 目的3の 雇用問題の解決には

240億 ユー ロが投 じられている9[図 1-3]。

上述の 目的3種 については、欧州委員会が地域単位で指定は行 うものの、補助金の配分

は国別に行われ、使途 については各国に委ねるしくみになって いる。これ に対 して、共同

体主導は、地域政策総 局で使途目的をある程度特定できる。欧州委員会は加盟各国に構 造

基金を再配分す るのみで、その使途 目的に関 しては加盟国発案 を原則 としている。共同体

主導枠は、その例外 として1988年 に導入 された。

図1-3 構 造+結 束 基 金 の 内 訳 出 典:http://europa.eu.int/comm/regional_policy/

7 EUの A 予算は、1年 単位ではなく、6-7年 間の複数年にまたがる年度で組まれている。

8 1994-1999年 までは,目 的別に加盟国に再配分される構造基金の枠を加盟国主導と呼んでいた。

9 2000A年 以降、目的別は3種 に整理統合されたが、それ以前は北欧の過疎地域や旧東 ドイツなど特殊

事情を抱える地域のEU参 入にともない、順次目的別地域 を新設してきたため、7ほ どの目的別があり、

かなり複雑な体系になっていた。



図1-4 EU総 予算 にお け る構造 政策 予算 の位 置づ け、構 造基金 、結 束基 金 の細 目

1994-1999年(右)2000-2006年(左)出 典:岡 部、2003b,60-61

② 結束基金

現在2000-2006年 予算では、180億 ユーロの結束基金が計上 されて いる結束基金は、交

通インフラ整備 と環境対策 を通 して共通通貨に参入予定の貧 しい国(国 単位 で一人当た り

のGDPがEU平 均の90%以 下)の 経済 レベル底上げを図るもので、スペイ ン、ポル トガ

ル、アイルラン ド、ギ リシアの4力 国がその恩恵を受けている[図 1-5]。

前予算年度 に相 当する1994-1999年 は、ちょうどマース トリヒト条約発効 か ら通貨統合

の期間で、構造基金、結束基金 ともに充実しEUレ ベルの地域政策が盛 り上が った時期だ

った10。他方、2000年 に始 まった現在の予算年度は、地域政策のたが を締め直す時期 にあ

る。通貨統合 をなんとか成 し遂げ一息つ いた上に、これから加盟が予定されて いる東側諸

国に対 して90年 代に南側諸国が受けたのと同じ待遇 を準備 しようとす ると、EUレ ベルの

公共事業費である構造基金 と結束基金の システムの破綻は目に見えて いる。

2000-2006年 の構 造基 金(1950億 ユ ー ロ)+結 束 基金(180億 ユー ロ)の 総 額 は 、2130

億 ユー ロ とな り、年 間300億 ユ ー ロ(約3.5兆 円)に 相 当 し、加盟 国総GNPの0.35%程 度

で ある 。EU予 算 の1/3以 上11を 占め、共通 農業 政策CAPに 次 いでEU財 政2番 目に大 き な

10 結束基金は 「構造政策の観点から決定されたというよりも
、経済通貨同盟への参加を促すための代

償措置として考えられた」(平 島、2004、108)。

11 前予算年度の1994 -1999年 では、加盟国GNPの1 .27%に 相当するEU総 予算のうち、共通農業政策

CAPが 過半を占め、構造+結 束基金が1/3を 占めていた。2000年 以降は、EU総 予算が対GNP比 で減

少するなか、CAPの 割合が減る反面、構造+結 束基金はEU総 予算に占める割合を微増させている。



予算枠であり、相当に重みのある金額である といえ る12。しか も、基金を受ける側の貧 し

い国や地域 にとっては、集 中的な公共投資を意味する。現在構造 ・結束の両基金 とも最 も

多 く受給 しているスペイ ンでは、国内GDPの1.7%13に 相当する年間77億 ユー ロ(約8,500

億円)がEUか ら国へ基金移管 されている。EU総 人口の40%が 目的1か2の 地域に住ん

でいる。

図1-5 BU15か 国 にお け るGDPの 各 国間格 差 と地 域 間格 差

出 典:http://europa.eu.int/comm/regional_policy/

構造基金の しくみ

EUレ ベルの公共事業費である構造基金の しくみには、3つ の特徴が指摘できる。第1

は、6～7年 の複数年予算である こと。第2は 、EU、 国、地方 自治体(地 域)の パー トナ

ーシップの原則。構造基金の主要部分である95%弱 は、豊かな地域か ら基金を集めて貧 し

い地域に再配分 している。地域を基本単位 として いるが、現実 にEUレ ベルで調整するの

は加盟国 どうしなので、構造基金は ドイツをは じめ域内の所得水準の高い国 と南の所得水

準の低 い国の政治的なかけ引きの材料にな ってきた。EUで ある程度、使途 を限定できる

のは後者の5%強 だけである。

第3は 事業支援 ではな くプログラム支援 の原則である。縦割 りの政策体系を越えて、あ

る問題を包括的に解決するために、諸政策 を横断するプログラムを地域がつ くり、国が と

りまとめて欧州委地域総局の承認を得 るというプ ロセスで補助金が具体化 していく。財源

である4つ の構造基金を組み合わせてひ とつのプ ログラムを支援する。 目的1と2の 対象

プログラムでは、ERDFとESFの 組合せが一般 的で、目的3で はESFが 主になる。

以上3つ の特徴には相関関係があ る。国 と地方 にEUが 加わった上に、ボ トムアップで

包括的な補助金を具体化 していくためには、3つ の異なる主体間で調整を繰 り返さねばな

らず時間がかかる。

12 一般 にGNP比 の2%が 公 共事業費 の目安 とされ 、わ が国の公共事業費が 年間50兆 円 規模(行 政

投資実績 による、GNP比10%)で あ る ことと比 較考 慮す ると、決 して小 さい金額 とはいえない。

13 GDP比 で は、ギ リシアが3.67%、 ア イル ラン ドが2.8%、 ポ ル トガルが4%で 、 スペイ ンを上 回って

いる(Laffan and Shackleton,2000)。


